
第 2 7 期　中　間　決　算　公　告

2022年12月22日

東京都千代田区丸の内３丁目４番２号

株式会社  整 理 回 収 機 構

代表取締役社長　 本 田 守 弘

中間貸借対照表（2022年9月30日現在）

  （単位：百万円）

科        目 金　　額 科        目 金　　額

87,954 2

12 479,679

446,813 3,495

65,108 未 払 法 人 税 等 16

3,494 リ ー ス 債 務 10

そ の 他 の 資 産 2,712 資 産 除 去 債 務 142

315 そ の 他 の 負 債 3,326

209 196

1,508 72

△ 38,296 6,660

1,508

491,615

12,000

48,452

その他利益剰余金 48,452

繰越利益剰余金 48,452

60,452

15,052

15,052

75,504

567,120 567,120資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

有 形 固 定 資 産

（純 資 産 の 部）

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

繰 延 税 金 負 債貸 倒 引 当 金

支 払 承 諾

評価・換算差額等合計

純 資 産 の 部 合 計

資 本 金

そ の 他 資 産

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

現 金 預 け 金 預 金

有 価 証 券

借 用 金買 入 金 銭 債 権

そ の 他 負 債

負 債 の 部 合 計

貸 出 金

無 形 固 定 資 産

支 払 承 諾 見 返

その他有価証券評価差額金

株 主 資 本 合 計

利 益 剰 余 金
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（単位：百万円）

科          目 金                    額

6,579

資 金 運 用 収 益 2,828

( う ち 貸 出 金 利 息 ) (725)

(うち有価証券利息配当金) (2,095)

信 託 報 酬 -

役 務 取 引 等 収 益 2

そ の 他 業 務 収 益 2

そ の 他 経 常 収 益 3,746

6,751

資 金 調 達 費 用 0

( う ち 預 金 利 息 ) (0)

役 務 取 引 等 費 用 129

営 業 経 費 4,316

そ の 他 経 常 費 用 2,305

△ 171

0

△ 171

4

△ 1

3

△ 174

法 人 税 等 合 計

中 間 純 損 失

中間損益計算書
2022年4月 1日から
2022年9月30日まで

税 引 前 中 間 純 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 損 失
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個別注記表

Ⅰ．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

Ⅱ．重要な会計方針 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均

法による原価法、その他有価証券については原則として中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株

式等については移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理してお

ります。 

２. 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、2016 年 4月 1日以後に取得した建物附属設

備及び構築物については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により

按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  8 年～18 年 

その他  2 年～16 年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における利用可能期間（主として 5 年）に基づいて償却し

ております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資

産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存

価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額

とし、それ以外のものは零としております。 

３. 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上してお

ります。貸出金等について当社が「整理回収業務」を主目的とする会社であるこ

と等を考慮して、破産更生債権等特定の債権については、債権額から担保の処分

可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額に対して債務者の

支払能力を総合的に判断したうえで、回収不能と認められる額を計上しておりま

すほか、一般債権については過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒

実績率等に基づき計上しております。 

（２）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当中間期末における退職

給付債務の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を
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計上しております。 

（３）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対

する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間期末までに発生していると認められ

る額を計上しております。 

4. 受取配当金の会計処理 

受取配当金は、配当受領時に収益として計上しております。 

Ⅲ．会計方針の変更 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 31 号令和 3年

6月 17 日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。)を当中間会計期間の期首から適

用し、時価算定会計基準適用指針第 27-2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定

会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしまし

た。これによる当中間計算書類に与える影響はありません。 

Ⅳ．注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

１. 関係会社の株式総額  9百万円 

２. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとお

りであります。なお、債権は、貸借対照表の貸出金、「その他資産」中の未収利息及

び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるものであります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 

危険債権額  

三月以上延滞債権額 

貸出条件緩和債権額 

合計額 

33,380 百万円

3,114 百万円

426 百万円

16,131 百万円

53,053 百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手

続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれ

らに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成

績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の

高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延

している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しな

いものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
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決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月

以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

３. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

為替決済、当座借越等の取引の担保として、預け金 200 百万円を差し入れておりま

す。また、その他の資産のうち保証金は 438 百万円であります。 

４. 有形固定資産の減価償却累計額  625 百万円 

５. 当社の単体自己資本比率(5.53％)については、非対象区分として銀行法上の規制の

対象外（預金保険法附則第 11 条第 9 号［新住専処理法附則第 11 条第 9 号］）であ

ります。 

６. 「その他の資産」には、次のものを含んでおります。 

・ 未収還付配当利子所得税 458 百万円 

・ 預金保険法附則第 10条の２に基づき、預金保険機構より補 金の交付を受けるべ

き額 690 百万円 

・ 金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第53条第３項に基づき、預金保険

機構より補 金の交付を受けるべき額 10百万円 

７. 「その他の負債」は次のものであります。 

・ 預金保険法附則第７条第１項第２号の２に基づき、預金保険機構に納付する額 13

百万円 

・ 金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律第 13条に基づき、預金保険

機構に納付する額 227 百万円 

・ 金融機能の強化のための特別措置に関する法律第41条に基づき、預金保険機構に

納付する額 2,052 百万円 

（中間損益計算書関係） 

１. 「その他経常収益」には、次のものを含んでおります。 

・ 債権回収等益  1,938 百万円 

・ 預金保険法附則第 10条の２に基づき、預金保険機構より補 金の交付を受けるべ

き額 690 百万円 

・金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第53条第３項に基づき、預金保険

機構より補 金の交付を受けるべき額 10 百万円 

２. 「その他経常費用」には、次のものを含んでおります。 

・預金保険法附則第７条第１項第２号の２に基づき、預金保険機構に納付する額 13

百万円 

・金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律第 13条に基づき、預金保険

機構に納付する額 227 百万円 

・金融機能の強化のための特別措置に関する法律第 41条に基づき、預金保険機構に

納付する額 2,052 百万円 
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（金融商品関係） 

１．金融商品の時価等に関する事項 

2022 年 9月 30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次の

とおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注

１）参照）。また、現金預け金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

ることから、注記を省略しております。 

（単位：百万円） 

 中間貸借対照表 

計 上 額 
時 価 差 額 

（1）有価証券 

その他有価証券 

（2）貸出金 

貸倒引当金（△）(※１) 

41,515

65,108

△38,118

41,515 -

 26,989 27,330 340

資産計 156,459 156,800 340

（1）借用金 479,679 479,491 △187

負債計 479,679 479,491 △187

(※１)貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（注１）市場価格のない株式等の中間貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商

品の時価情報の「その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万

円） 

区分 中間貸借対照表計上額 

非上場株式 （※１） 

その他の証券（※１） 

子会社株式 

189,799

215,489

9

合  計 405,297

（※１）これらについては、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第 19号令和 2年 3月 31 日）第 5項に基づき、時

価開示の対象とはしておりません。 
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２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関す

る相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定

した時価 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。 

（１）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券

その他 41,500 15 － 41,515 

資産計 41,500 15 － 41,515 

（２）時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

貸出金 － － 27,330 27,330

資産計 － － 27,330 27,330

借用金 － 479,491 － 479,491

負債計 － 479,491 － 479,491

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

資産 

有価証券 

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるも

のはレベル１の時価に分類しております。また、公表された相場価格を用いて

いたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しております。

上場株式がこれらに含まれます。 
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貸出金 

回収見込の困難な貸出金については、担保及び保証による回収見込額と確実

な担保外入金見込額に基づいて貸倒引当金を個別に引き当てているため、時価

は期末日における貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除

した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

上記以外の貸出金のうち、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映す

るため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価

額と近似していることから当該帳簿価額を時価としております。一方、固定金

利によるものは、当社は新規貸出を行っておらず、また、譲受機関により貸出

条件が様々なため、一定の前提を置いて貸倒見積額を折り込んだ将来キャッシ

ュ・フローを見積り、それを安全利子率で割り引いて時価を算定しております。 

いずれの時価についても、観察できないインプットによる影響額が重要であ

るため、レベル３の時価に分類しております。 

負債 

借用金 

約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。 

上記以外のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、

当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近

似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。 

固定金利によるものは、一定の期間毎に区分した当該借用金の元利金の合計

額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定してお

ります。 

当該時価はレベル２の時価に分類しております。 

（有価証券関係） 

１. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2022 年 9月 30 日現在） 

時価のある子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。 

（注）市場価格のない子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

（単位：百万円） 

貸借対照表計上額

子会社・子法人等株式 9 

関連法人等株式 - 

合  計 9 
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２. その他有価証券（2022年9月30日現在） 

（単位：百万円） 

  種類 
中間貸借対照

表 計 上 額 
取得原価 差額 

中間貸借対照表計上額が 株式  41,500 19,800 21,700

取得原価を超えるもの 
小計  41,500 19,800 21,700

中間貸借対照表計上額が 株式 15 18 △2

取得原価を超えないもの 
小計 15 18 △2

合計   41,515 19,818 21,697

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等の中間貸借対照表計上額 

（単位：百万円） 

中間貸借対照表計上額 

非上場株式 189,799

その他の証券 215,489

３. 減損処理を行った有価証券 

当中間期において減損処理を行ったその他有価証券はありません。 
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（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおり

であります。 

繰延税金資産  

繰越欠損金（注 1） 32,927 百万円

貸倒引当金 

ソフトウェア開発費 

10,156 

2,751 

その他 525

繰延税金資産小計 46,361 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当金額 △32,927 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △13,433 

評価性引当額小計 △46,361 

繰延税金資産合計 ― 

繰延税金負債  

有形固定資産（資産除去債務） △15 

有価証券評価差額 △6,644 

繰延税金負債合計 △6,660 

繰延税金負債の純額 △6,660 百万円

（注1） 税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

当中間会計期間（2022 年 9月 30 日）             （単位：百万円） 

１年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 合計 

税務上の繰越

欠損金（*1） 
― 24,613 2,091 1,860 1,881 2,481 39,927 

評価性引当額 ― △24,613 △2,091 △1,860 △1,881 △2,481 △39,927 

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ― ― 

（*1）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額      314,603 円 96銭 

１株当たりの中間純損失金額    △728 円 65銭 
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(単位：百万円)

金 額 負 債 金 額

- 金銭信託以外の金銭の信託 -

そ の 他 の 金 銭 債 権 - 金 銭 債 権 の 信 託 -

-

預 け 金 -

- 合 計 -

（注1）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注2）共同信託他社管理財産については、取扱残高はありません。

（注3）元本補 契約のある信託については、取扱残高はありません。

合 計

信 託 財 産 残 高 表
（2022年9月30日現在）

資 産

金 銭 債 権

現 金 預 け 金
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第 2 7 期　中　間　決　算　公　告

東京都千代田区丸の内３丁目４番２号

株式会社  整 理 回 収 機 構
代表取締役社長　 本 田 守 弘

中間連結貸借対照表 （2022年9月30日現在）

（単位：百万円）

科        目 金　　額 科        目 金　　額

87,969 2

12 479,679

446,804 3,495

65,111 196

3,494 72

315 6,660

209 1,508

1,508 491,616

△ 38,296

12,000

48,460

60,460

15,052

15,052

75,513

567,129 567,129

買 入 金 銭 債 権 借 用 金

2022年12月22日

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

現 金 預 け 金 預 金

有 価 証 券 そ の 他 負 債

貸 出 金 退職給付に係る負債

そ の 他 資 産 役員退職慰労引当金

有 形 固 定 資 産 繰 延 税 金 負 債

無 形 固 定 資 産 支 払 承 諾

支 払 承 諾 見 返 負 債 の 部 合 計

貸 倒 引 当 金 （　純 資 産 の 部　）

資 本 金

利 益 剰 余 金

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

その他の包括利益累計額合計

純 資 産 の 部 合 計
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（単位：百万円）

科　　　　目 金　　　　額

6,579

資 金 運 用 収 益 2,828

( う ち 貸 出 金 利 息 ) (725)

(うち有価証券利息配当金) (2,095)

信 託 報 酬 -

役 務 取 引 等 収 益 2

そ の 他 業 務 収 益 2

そ の 他 経 常 収 益 3,746

6,751

資 金 調 達 費 用 0

( う ち 預 金 利 息 ) (0)

役 務 取 引 等 費 用 129

営 業 経 費 4,316

そ の 他 経 常 費 用 2,305

△ 171

0

△ 171

4

△ 1

3

△ 175

－

△ 175親会社株主に帰属する中間純損失

税 金 等 調 整 前 中 間 純 損 失

法 人 税、 住民 税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

中 間 純 損 失

非支配株主に帰属する中間純損失

特 別 損 失

2022年4月 1日から
2022年9月30日まで

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 損 失

中間連結損益計算書
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（中間連結財務諸表の作成方針）

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結される子会社及び子法人等　　　　　　１社

会社名

株式会社 ティーエイチアールクレジット

（２）非連結の子会社及び子法人等

主要な会社名

埼玉中央保証 株式会社

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等はありません。

（２）持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等

主要な会社名

埼玉中央保証 株式会社

３．連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項

連結される子会社の中間決算日は９月末日であります。

　非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持
分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累
計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の
財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏
しいため、連結の範囲から除外しております。

　持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等は、中間純損
益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括
利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中
間連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いてお
ります。
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連結注記表 

Ⅰ．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

Ⅱ．会計方針に関する事項 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平

均法による原価法、その他有価証券については原則として中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格

のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については全部純資産直入法により処理しており

ます。 

２. 減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、2016 年 4月 1日以後に取得した建物附属設

備及び構築物については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により

按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

       建 物  8 年～18 年 

       その他  2 年～16 年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における利用可能期間（主として５年）に基づいて償却し

ております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資

産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存

価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額

とし、それ以外のものは零としております。 

３. 貸倒引当金の計上基準 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま

す。 

貸出金等について当社が「整理回収業務」を主目的とする会社であること等を考

慮して、破産更生債権等特定の債権については、債権額から担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額に対して債務者の支払能力を総

合的に判断したうえで、回収不能と認められる額を計上しておりますほか、一般債

権については過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき

計上しております。 

４. 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当中間連結会計期間末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生している
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と認められる額を計上しております。 

５. 役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対す

る退職慰労金の支給見積額のうち、当中間連結会計期間末までに発生していると認

められる額を計上しております。

６. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

７. 受取配当金の会計処理 

受取配当金は、配当受領時に収益として計上しております。 

Ⅲ．会計方針の変更 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第 31 号 令和３年６月 17 日。以下

「時価算定会計基準」という。)を当中間会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準

適用指針第 27-2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定

める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これによる当中間

計算書類に与える影響はありません。 

Ⅳ．注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

１. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のと

おりであります。なお、債権は、貸借対照表の貸出金、「その他資産」中の未収利

息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるものであります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 

危険債権額  

三月以上延滞債権額 

貸出条件緩和債権額 

合計額 

33,380 百万円

3,114 百万円

426 百万円

16,131 百万円

53,053 百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生

手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及び

これらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営

成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性

の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延

している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当し

ないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金
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利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな

る取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに

三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

２. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

為替決済、当座借越等の取引の担保として、預け金 200 百万円を差し入れており

ます。また、その他の資産のうち保証金は 438 百万円であります。 

３. 有形固定資産の減価償却累計額   625 百万円 

４. 当社の連結自己資本比率(5.53％)については、非対象区分として銀行法上の規制の

対象外（預金保険法附則第 11条第 9号［新住専処理法附則第 11条第 9号］）であ

ります。 

５. 「その他資産」には、次のものを含んでおります。 

・ 未収還付配当利子所得税 458 百万円 

・預金保険法附則第 10 条の２に基づき、預金保険機構より補 金の交付を受ける

べき額 690 百万円 

・金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第 53 条第３項に基づき、預金保

険機構より補 金の交付を受けるべき額 10 百万円 

６. 「その他負債」には、次のものを含んでおります。 

・ 預金保険法附則第７条第１項第２号の２に基づき、預金保険機構に納付する額 

13 百万円 

・金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律第 13 条に基づき、預金保

険機構に納付する額 227 百万円 

・金融機能の強化のための特別措置に関する法律第 41 条に基づき、預金保険機構

に納付する額 2,052 百万円 

（中間連結損益計算書関係） 

１. 「その他経常収益」には、次のものを含んでおります。 

・ 債権回収等益  1,938 百万円 

・預金保険法附則第 10 条の２に基づき、預金保険機構より補 金の交付を受ける

べき額 690 百万円 

・金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第 53 条第３項に基づき、預金保

険機構より補 金の交付を受けるべき額 10 百万円 

２. 「その他経常費用」には、次のものを含んでおります。 

・預金保険法附則第７条第１項第２号の２に基づき、預金保険機構に納付する額 13

百万円 

・金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律第 13 条に基づき、預金保

険機構に納付する額 227 百万円 

・金融機能の強化のための特別措置に関する法律第 41 条に基づき、預金保険機構

に納付する額 2,052 百万円 
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３．中間包括利益の金額  △2,423 百万円 

（金融商品関係） 

１．金融商品の時価等に関する事項 

2022 年 9月 30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、

次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりませ

ん（（注１）参照）。また、現金預け金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似することから、注記を省略しております。また、重要性の乏しい科目につ

いては記載を省略しております。 

（単位：百万円） 

 中間連結貸借対照

表 計 上 額 
時 価 差 額 

（1） 有価証券 

その他有価証券 

（2） 貸出金 

貸倒引当金（△）(※1) 

41,515

65,111

△38,118

41,515 -

 26,992 27,330 337

資産計 156,477 156,815 337

（1） 借用金 479,679 479,491 △187

負債計 479,679 479,491 △187

(※1)貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（注１）市場価格のない株式等の中間連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金

融商品の時価情報の「その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円） 

区分 中間連結貸借対照表計上額 

① 非上場株式 （※１） 

② その他の証券（※１） 

189,799

215,489

合  計 405,288

（※１）これらについては、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第 19 号令和 2 年 3 月 31 日）第 5 項に基づ

き、時価開示の対象とはしておりません。 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。 
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レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお

いて形成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関

する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した 

時価 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。 

（１）時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券

その他 41,500 15 － 41,515

資産計 41,500 15 － 41,515

（２）時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

貸出金 － － 27,330 27,330

資産計 － － 27,330 27,330

借用金 － 479,491 － 479,491

負債計 － 479,491 － 479,491

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

資産 

有価証券 

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるも

のはレベル１の時価に分類しております。また、公表された相場価格を用い

ていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しておりま

す。上場株式がこれらに含まれます。 

貸出金 

回収見込の困難な貸出金については、担保及び保証による回収見込額と確実

な担保外入金見込額に基づいて貸倒引当金を個別に引き当てているため、時
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価は中間期末日における貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額

を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

上記以外の貸出金のうち、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映す

るため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿

価額と近似していることから当該帳簿価額を時価としております。一方、固

定金利によるものは、当社は新規貸出を行っておらず、また、譲受機関により

貸出条件が様々なため、一定の前提を置いて貸倒見積額を折り込んだ将来キ

ャッシュ・フローを見積り、それを安全利子率で割り引いて時価を算定して

おります。 

いずれの時価についても、観察できないインプットによる影響額が重要であ

るため、レベル３の時価に分類しております。 

負債 

借用金 

約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。 

上記以外のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、

当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と

近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。 

固定金利によるものは、一定の期間毎に区分した当該借用金の元利金の合計

額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定してお

ります。 

当該時価はレベル２の時価に分類しております。 
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（有価証券関係） 

１． その他有価証券（2022 年 9月 30 日現在） 

（単位：百万円） 

  種類 
中間連結貸借

対照表計上額 
取得原価 差額 

中間連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

株式  41,500 19,800 21,700

小計  41,500 19,800 21,700

中間連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

株式 15 18 △2

小計 15 18 △2

合計   41,515 19,818 21,697

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等の中間貸借対照表計上額 

（単位：百万円） 

中間貸借対照表計上額 

非上場株式 189,799

その他の証券 215,489

２． 減損処理を行った有価証券 

当中間期において減損処理を行ったその他有価証券はありません。 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額                314,640 円 46 銭 

１株当たりの親会社株主に帰属する中間純損失金額    △729 円 21銭 

21


